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 2018年3⽉期 第3四半期決算の主なポイント

 第3四半期の実績
 為替の円安に加えて、医療事業が好調に推移し、3Q累計、四半期のいずれも増収、増益
 医療事業では主⼒の消化器内視鏡分野が回復をみせ、3分野すべてにおいて、この四半期

では2桁成⻑を達成し、全社業績を牽引

 通期⾒通し
 売上⾼、営業利益ともに、従来の年間⾒通しに変更なし
 医療事業は、第4四半期も、この好調トレンドが継続する⾒通し
 当期利益は、⽶国税制改⾰に伴う法⼈所得税の減少を⾒込み、前回⾒通しから30億円、

上⽅修正

4



5



6

 2018年3⽉期 第3四半期 連結実績

 第3四半期累計の連結売上⾼は、前年同期⽐8%増収の5,721億円
 営業利益は同7%増益の598億円

 為替の円安もあり、医療事業が好調に推移し、増収増益に寄与
 税引前利益は、医療事業による増益に加えて、⾦融収⽀の改善などにより、前年同期⽐

14%増の557億円

 当期利益は、⽶国税制改⾰に伴い、法⼈所得税が約30億円減少し、前年同期⽐22%
増の480億円
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営業利益の主な増減要因

販売増減：医療事業において内視鏡、外科、処置具の全分野で増収となった結果、販売増
加により110億円プラスに寄与

原価率変動：医療事業におけるプロダクトミックスの影響により悪化し、42億円のマイナス要因

販管費増減：主に医療事業において、各機能部⾨の強化などにより⼈員が増加し、156億円
マイナスに影響。これら⼈件費の増加に加えて、上期に発⽣したM&Aや法務関連の対応費⽤
などの⼀時費⽤も、販管費が増加する要因

 その他：主に証券訴訟の和解等に伴う損失が前期から減少したことや、海外現地法⼈のオフィ
ス移転等に伴う⼟地建物の売却益が発⽣したことなどにより、41億円プラスに寄与

為替影響：85億円プラスに寄与
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 セグメント別の概況

 医療事業は、第3四半期として過去最⾼の売上⾼を計上し、前年同期⽐9％増収の
4,473億円と、全社の業績を牽引

 営業利益は、前年と同⽔準

 科学事業は、上期より順調な成⻑トレンドが継続しており、売上⾼は10％増収
 営業利益は同88％増益と⼤幅増益

 映像事業は、売上⾼は前年並
 営業利益は15億円の営業⿊字を確保

 その他事業は、前期に⼦会社を売却した影響等もあり、減収減益
 全社・消去は、訴訟関連損失の改善等もあり、損失幅が縮⼩



医療事業

売上⾼：前年同期⽐9%増の4,473億円
内視鏡、外科、処置具の全分野で好調に推移しており、特に、外科と処置具は上期に引き続

き、2桁の成⻑が継続
 この3ヶ⽉間では、内視鏡、外科、処置具の全分野で2桁成⻑となっており、成⻑がさらに加速

営業利益：前年並となる878億円
営業利益率：前年同期⽐で約2ポイント減となる19.6％
主に、プロダクトミックスが変化したことに伴う粗利率の低下に加え、欧⽶での修理・サービス部⾨

の体制強化など、⼈件費の増加、上期に発⽣したM&Aや法務関連の対応費⽤など、⼀時的
な販管費の増加が営業利益率の低下要因
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為替を除く実質ベースの成⻑率

消化器内視鏡分野：
上期は先進国では軒並みマイナス成⻑となっていたものの、第3四半期では先進国でも軒並

みプラス成⻑に転じるなど、⼤きく回復
⽇本ではセールスプロモーションの強化が販売増加に寄与
北⽶では、保守サービスを含めた販売施策の強化に加えて、12⽉より新たなセールスプログ

ラムを開始
 アジア・オセアニアでは中国が牽引し、第3四半期は21％成⻑と好調に推移

外科分野：
⽇本と欧州において、新製品「ビセラ・エリート・ツー」および、エネルギーデバイスのサンダービー

トが好調に推移し、2桁成⻑
北⽶は、外科も主⼒製品の製品サイクルが後半となる中で、4K外科内視鏡を中⼼に順調

に推移し、エネルギーデバイスの落ち込みを吸収して、前年並みの成⻑を確保

処置具分野：
各地域で市場特性にあった製品が販売を伸ばし、引き続き全地域で堅調に推移
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科学事業

売上⾼：前年同期⽐10%増収の700億円
営業利益：同88%増益の35億円

昨年投⼊した新製品が寄与したことなどから、海外を中⼼に産業分野の販売が好調に推移
特に、⾮破壊検査機器および、半導体や電⼦部品検査向けの⼯業⽤顕微鏡が売上を牽引

営業利益は、増収効果に加え、販促費の削減などにより⼤幅増益
 その結果、営業利益率は前年同期⽐で2ポイント改善し、収益性が⼤きく改善
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映像事業

売上⾼：前年同期並の473億円
営業利益は上期に続き⿊字を確保し、前年同期⽐約2倍となる、15億円の営業⿊字

 コンパクトカメラは前年同期⽐19%の減収となる⼀⽅で、ミラーレス⼀眼は、2016年後半に
発売したE-M1MarkⅡなど、OM-Dシリーズを中⼼に販売が増加し、7％増収の366億円

収益性の⾼いミラーレス⼀眼やレンズ等の増収効果に加えて、販促活動、研究開発等を適
切にコントロールしたことにより、収益性も向上

 10-12⽉期の第３四半期では、1億円の営業⾚字
販促費のコントロールを継続しているものの、ミラーレス⼀眼の販売減少により、営業利益が

減少したことが主な要因

12



財政状態

⾃⼰資本は当期利益480億円の計上により、前期末から573億円増加し、4,536億円

⾃⼰資本⽐率は、借⼊⾦の返済等により有利⼦負債を232億円減少させた結果、前期末
⽐で4.5ポイント上昇し、45.6％

棚卸資産が218億円増加しているが、これは主に為替による影響と期末の需要に向けた季節
要因に加えて、医療事業においてBCP対応等の在庫を戦略的に積み増しているため
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 キャッシュフローの状況

営業キャッシュフロー：医療事業を中⼼とした事業活動からの利益を中⼼に602億円
投資キャッシュフロー：Image Stream Medical社の買収に伴い87億円の⽀出があった

⼀⽅、投資有価証券売却や海外での不動産売却の収⼊等があり、前年同期から38億円
改善

 フリーキャッシュフロー：181億円のプラスを確保

財務キャッシュフロー：昨年9⽉に発⾏した社債や⼿元資⾦等で、有利⼦負債約550億円
を返済
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通期⾒通し

売上⾼、営業利益、税引前利益のいずれも、11⽉に公表した数値から変更なし
引き続き、医療事業が全社の業績を牽引する⾒通し

当期利益は、⽶国税制改⾰に伴い、法⼈所得税が約30億円減少する⾒通しとなっている
ことから、前回⾒通しを30億円上⽅修正

配当は、期末配当として28円を予定
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 セグメント別の業績⾒通し

医療事業：⾜元の好調な業績およびユーロ等の為替前提を⾒直したことにより、売上⾼を
30億円上⽅修正

医療事業の営業利益は、主⼒の消化器内視鏡の販売が、期末に向けてさらに拡⼤すること
で増益を牽引できることから、前回の⾒通しを据え置き

科学事業：第3四半期までの進捗を踏まえて、売上⾼、営業利益ともに前回⾒通しを据え
置き

映像事業：⾜元の事業環境を慎重にみて、売上⾼を30億円、営業利益を10億円、下⽅
修正。通期で営業⿊字確保の⾒通しに変更なし

 その他事業：主に前期に発⽣した⼦会社売却による影響等により、約50億円の減収減益
⾒通し
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